
（単位：円）

山﨑マシーナリー株式会社 令和 6年 9月30日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

【 3,545,117,826 】 【 3,714,888,101 】

現 金 預 金 434,039,861 買 掛 金 618,650,972

受 取 手 形 442,919 短 期 借 入 金 2,797,200,000

売 掛 金 610,299,961 未 払 金 3,838,388

商 品 （ 機 械 ） 1,995,237,507 リ ー ス 債 務 5,473,924

商 品 （ 部 品 ） 318,817,587 リース債務消費税未払金 559,860

商 品 評 価 減 △ 65,562,525 未 払 費 用 11,282,659

貯 蔵 品 1,057,301 前 受 金 119,237,122

仕 掛 品 108,539,453 預 り 金 3,255,452

仕 掛 品 評 価 減 △ 573,168 設 備 関 係 未 払 金 68,159,300

前 渡 金 104,096,118 未 払 法 人 税 等 39,000,900

前 払 費 用 4,840,569 賞 与 引 当 金 37,029,000

未 収 入 金 2,635,182 役 員 賞 与 引 当 金 4,220,000

未 収 還 付 消 費 税 35,645,266 保 証 債 務 234,815

そ の 他 流 動 資 産 525,817 そ の 他 流 動 負 債 6,745,709

貸 倒 引 当 金 △ 4,924,022

【 906,994,104 】 【 212,044,487 】

（ 842,349,442 ） 長 期 借 入 金 176,894,000

建 物 153,226,854 リ ー ス 債 務 3,513,491

建 物 付 属 設 備 86,878,993 リース債務消費税未払金 356,660

構 築 物 15,837,454 退 職 給 付 引 当 金 29,580,416

機 械 装 置 82,592,204 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,699,920

車 両 運 搬 具 28,999,478 3,926,932,588

工 具 器 具 備 品 59,348,812

賃 貸 用 資 産 890,124,863

社 用 リ ー ス 資 産 26,770,673

減 価 償 却 累 計 額 △ 501,429,889

（ 2,523,986 ） 【 525,179,342 】

電 話 加 入 権 10 ［ 資 本 金 ］ ［ 20,000,000 ］

ソ フ ト ウ ェ ア 2,523,976 ［ 資 本 剰 余 金 ］ ［ 20,000,000 ］

（ 62,120,676 ） 資 本 準 備 金 20,000,000

出 資 金 30,000 ［ 利 益 剰 余 金 ］ ［ 485,179,342 ］

差 入 保 証 金 4,840,000 利 益 準 備 金 1,097,740

保 険 積 立 金 19,606,304 （ そ の 他 剰 余 金 ） （ 484,081,602 ）

敷 金 11,557,000 別 途 積 立 金 206,000,000

預 託 金 64,723 繰 越 利 益 剰 余 金 278,081,602

長 期 繰 延 税 金 資 産 26,022,649

525,179,342

4,452,111,930 4,452,111,930

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

純　資　産　の　部　計

資 産 の 部 負 債 ･ 純 資 産 の 部 計

【 固 定 資 産 】

（ 有 形 固 定 資 産 ）

負 債 の 部

純　　資　　産　　の　　部

（ 無 形 固 定 資 産 ） 【 株 主 資 本 】

【 固 定 負 債 】

 貸  借  対  照  表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】



山﨑マシーナリー株式会社 至 令和 6年 9月30日

                                                    個  別  注  記  表
                                                                                                                                          自 令和 5年10月 1日

 1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

   資産の評価基準及び評価方法

     棚卸資産の評価基準及び評価方法

       棚卸資産･･･････････個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基   

                       づく簿価切下げの方法）

   固定資産の減価償却の方法

     有形固定資産(リース資産除く)・・・定額法

     無形固定資産(リース資産除く)・・・定額法

        なお、自社利用のソフトウェアについては

         社内における利用可能期間(5年)

     リース資産

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

   引当金の計上基準

     貸倒引当金

      債権の貸倒損失に備えるために、法人税法に規定する法定繰入率により

      計算した回収不能見込額を計上している。

     賞与引当金

      従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を

      計上している。

     退職給与引当金

      従業員の退職給付に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を

      計上している。

     役員退職慰労引当金

      役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

      計上している。

   その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

     消費税等の会計処理

      税抜方式で計上している。

     外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

       外貨預金は、決算日の為替相場により円貨に換算し、換算差額は、損益で評価して

       いる。

 2.その他

   当期純利益                                         171,580,811 円
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